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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子
提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第76回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
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連結注記表

　連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ９社
・連結子会社の名称 武蔵野工業株式会社

三喜産業株式会社
山陽機電技術（上海）有限公司
SECT COMPANY LIMITED
SECM SDN.BHD.
SEC MASHIBAH SDN.BHD.
SANYO ENGINEERING & CONSTRUCTION VIETNAM CO.,LTD.
SEC(S)PTE.LTD.
PT SECM TECH INDONESIA

S.E.C.T.COMPANY LIMITEDは2022年11月付でSECT COMPANY LIMITEDに社名変更しておりま
す。

② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 山陽電気工事株式会社

ニイヤマ設備株式会社
ＰＦＩさくらんぼ東根学校給食サービス株式会社
山口宇部ソーラー株式会社

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当
期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び １社
　関連会社数
・主要な会社等の名称 SEAPRODEX REFRIGERATION INDUSTRY CORPORATION

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・非連結子会社の名称 山陽電気工事株式会社

ニイヤマ設備株式会社
ＰＦＩさくらんぼ東根学校給食サービス株式会社
山口宇部ソーラー株式会社

・関連会社の名称 宇部東メガソーラー株式会社
合同会社黒瀬町メガソーラー

・持分法を適用していない理由 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

③ 持分法適用手続に関する特記事項
　持分法適用会社の決算日は、12月31日であります。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、武蔵野工業株式会社及び三喜産業株式会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。
それ以外の連結子会社７社の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

－ 1 －
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連結注記表

イ. 有形固定資産・投資不動産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。
また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ロ. 無形固定資産・長期前払費用
（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
以外のもの 平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ. 棚卸資産

・未成工事支出金 個別法による原価法
・材料貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ハ. リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成
工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。

ハ. 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事
のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とができる工事について、損失見込額を計上しております。

ニ. 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き当連結会計年度に見合う分を計上しております。

ホ. 役員退職慰労引当金 国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

ヘ. 執行役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
１. 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
　当社グループは、主に内線工事、電力工事、空調給排水工事において長期の工事契約を締結しており
ます。
２. 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
　工事契約に係る収益は、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間
にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに
発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。なお、契約
における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約に
ついては代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時
点で収益を認識しております。また、内線工事、電力工事等における長期の工事契約に関する取引の対
価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領しております。

－ 2 －
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連結注記表

イ. 退職給付に係る負債の計上
基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の
差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定率法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。未認識
数理計算上の差異については、税効果調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しており
ます。
なお、退職給付の債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ
っております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

ロ. 重要なヘッジ会計の方法
１. ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合に
は振当処理を採用しております。

２. ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建予定取引

３. ヘッジ方針
　デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた社内規定に基づき、ヘッジ対象に係
る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

４. ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約については、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振り当てているた
め、その後の為替相場の変動による相関関係は確保されており、決算日における有効性の評価を省略
しております。

ハ. のれんの償却方法及び ８年間の定額法により償却しております。
償却期間

２. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。
以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準
適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計
方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準適用指針の適用が連結計算書
類に与える影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで、独立掲記しておりました「特別利益」の「固定資産売却益」及び「特別損失」の
「固定資産除却損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「特別利益」の「その
他」及び「特別損失」の「その他」に含めて表示しております。
　なお、前連結会計年度の「特別利益」に表示していた「固定資産売却益」2,754千円及び「特別損失」
に表示していた「固定資産除却損」66,373千円は「その他」として組み替えております。

－ 3 －
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⑴ 有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額
　　有形固定資産
　　投資不動産

7,367,485千円
1,371,217千円

⑵ 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

　　投資有価証券
　　投資不動産

62,928千円
91,972千円

　　計

② 担保に係る債務
　　短期借入金

154,900千円

170,796千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 ( 株 ) 17,000,000 － － 17,000,000

① 配当金支払額等
2022年６月24日開催の第75回定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 163,269千円
・１株当たり配当額 10円
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月27日

４. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 履行義務の充足に係る進捗率を見積り、一定の期間にわたり認識した収益

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　16,516,646千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工
事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
　工事原価総額の見積りの前提条件は必要に応じて見直しを行い、変更があった場合には、その影響額が
信頼性をもって見積ることが可能となった連結会計年度に認識しております。また、将来工事原価総額の
見積りの前提条件の変更等（設計変更や天災等）により当初見積りの変更が発生する可能性があり、翌連
結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

⑵ 工事損失引当金
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　484,434千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以降に損失の発生が見込
まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、将来の損失に備えるため翌連結
会計年度以降に発生が見込まれる損失額を工事損失引当金として計上しております。
　工事損失引当金の見積りにおいては、契約毎にプロジェクトの進行を通じてリスク管理を行い、見積工
事原価総額が請負金額を上回ると予想される場合、引当が必要となります。また、将来工事原価総額の見
積りの前提条件の変更等（設計変更や天災等）により追加引当が発生する可能性があり、翌連結会計年度
に係る連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

５. 連結貸借対照表に関する注記

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式に関する事項

⑵ 剰余金の配当に関する事項

－ 4 －
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2023年６月23日開催の第76回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・株式の種類 普通株式
・配当の原資 利益剰余金
・配当金の総額 484,105千円
・１株当たり配当額 30円
・基準日 2023年３月31日
・効力発生日 2023年６月26日

連結貸借対照表計上額（千円） 時 価 （ 千 円 ） 差 額 ( 千 円 ）

投資有価証券

関係会社株式 515,963 382,905 △133,058

その他有価証券 1,699,634 1,699,634 －

資産計 2,215,597 2,082,539 △133,058

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　　 非上場株式 　　　　　　932,361

７. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は銀行
借入により調達する方針であります。デリバティブ取引については、為替変動のリスクをヘッジする目的
のみに使用し、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。当該リスクに関しては、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定
しております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒
されておりますが、定期的に時価を把握することにより管理を行っております。
　営業債務である支払手形・工事未払金等及び電子記録債務の支払期日は、１年以内であります。
　借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。
　デリバティブ取引は、一部の建設資材輸入取引に対して為替変動リスクをヘッジする目的で、社内規定
に基づき管理部門責任者の管理と社長の承認のもとで、為替予約取引を利用しております。これらの取引
は為替変動リスクに晒されておりますが、ヘッジ目的の取引のため、リスクは限定されております。
　また、営業債務は流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております
が、当社グループでは、各社が月次で資金繰を適切に管理しております。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(注)を参照ください。）。また、現金預
金、受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権、支払手形・工事未払金等、電子記録債務及び短期借入金
は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）市場価格のない株式等

－ 5 －
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区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券株式

　　株式 1,699,634 － － 1,699,634

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　関係会社株式 382,905 － － 382,905

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度期中増減額 当連結会計年度末残高

5,440,434千円 175,957千円 5,616,392千円 8,667,657千円

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

８. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を有しており
ます。
　2023年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、297,044千円（賃貸収益は営業外収益に、
賃貸費用は営業外費用に計上）であります。
⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

（注2）当連結会計年度期中増減額のうち、主な増加額は投資不動産の取得によるものであり、主な減少額は
減価償却によるものであります。

（注3）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基
づく金額であり、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額
（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

－ 6 －
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（単位：千円）
報告セグメント

合計
日本 東南アジア その他アジア

一時点で移転される財 5,478,088 47,349 57,539 5,582,976

一定の期間にわたり移転される財 18,853,119 10,505,194 3,804,092 33,162,406

顧客との契約から生じる収益 24,331,207 10,552,543 3,861,631 38,745,383

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 24,331,207 10,552,543 3,861,631 38,745,383

当連結会計年度（千円）

１年以内 33,356,439

１年超 22,081,510

合　　計 55,437,949

⑴ １株当たり純資産額 1,865円34銭
⑵ １株当たり当期純利益 26円78銭

９. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵ 収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷　会計方針に関する事項　④　
重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は以
下のとおりであります。

10. １株当たり情報に関する注記

－ 7 －
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⑤ 退職給付引当金
（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。ただし、年金
資産の額が、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額
を超過している場合は、前払年金費用として計上しております。数
理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、退職給付の債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ
っております。
未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
る会計処理の方法と異なっております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
以外のもの 移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産
未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産・投資不動産 定率法を採用しております。

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。

② 無形固定資産・長期前払費用 定額法を採用しております。
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工
事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。

③ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事の
うち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とができる工事について、損失見込額を計上しております。

④ 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき当事業年度に見合う分を計上しております。

⑥ 執行役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。
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個別注記表

⑷ 収益及び費用の計上基準
１. 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
　当社は、主に内線工事、電力工事、空調給排水工事において長期の工事契約を締結しております。
２. 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
　工事契約に係る収益は、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間に
わたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生
した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。なお、契約におけ
る取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については
代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を
認識しております。また、内線工事、電力工事等における長期の工事契約に関する取引の対価は、契約条
件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領しております。

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　重要なヘッジ会計の方法

１. ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合には
振当処理を採用しております。

２. ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建予定取引

３. ヘッジ方針
　デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた社内規定に基づき、ヘッジ対象に係る
為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

４. ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約については、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振り当てているため、
その後の為替相場の変動による相関関係は確保されており、決算日における有効性の評価を省略してお
ります。

２. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。
以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用
指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針
を将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準適用指針の適用が計算書類に与え
る影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度まで、独立掲記しておりました「特別利益」の「固定資産売却益」は、金額的重要性が乏し
くなったため、当事業年度より「特別利益」の「その他」に含めて表示しております。
　なお、前事業年度の「特別利益」に表示していた「固定資産売却益」1,194千円は「その他」として組
み替えております。

－ 9 －
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⑴ 有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額
有形固定資産
投資不動産

6,849,686千円
1,285,105千円

SEC MASHIBAH SDN.BHD.（ブルネイ） 94,819千円
SECM SDN.BHD.（マレーシア） 866,372千円
PT SECM TECH INDONESIA（インドネシア） 778,141千円
SANYO ENGINEERING & CONSTRUCTION
VIETNAM CO.,LTD.（ベトナム）

129,479千円

SEC（S）PTE.LTD.（シンガポール） 285,256千円

SECT COMPANY LIMITED（タイ） 78,200千円
PT SECM TECH INDONESIA（インドネシア） 623,000千円

① 短期金銭債権 1,172,996千円
② 長期金銭債権 152,490千円
③ 短期金銭債務 66,874千円
④ 長期金銭債務 8,971千円

　 営業取引（収入分） 147,282千円
　 営業取引（支出分） 406,597千円
　 営業取引以外の取引高 133,353千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普 通 株 式 ( 株 ) 673,002 190,144 － 863,146

取締役会の決議による自己株式の取得 190,000株
単元未満株式の買取りによる増加 144株

４. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 履行義務の充足に係る進捗率を見積り、一定の期間にわたり認識した収益

① 当事業年度の計算書類に計上した金額　6,933,315千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表に記載している内容と同一のため、記載を省略しております。

⑵ 工事損失引当金
① 当事業年度の計算書類に計上した金額　462,101千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表に記載している内容と同一のため、記載を省略しております。

５. 貸借対照表に関する注記

⑵ 偶発債務
下記の会社の工事について、工事保証を行っております。

下記の会社の金融機関からの借り入れに対し債務保証を行っております。

⑶ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

６. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

７. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

（注） 変動事由の概要
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
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繰延税金資産 （単位：千円）
貸倒引当金 56,280
完成工事補償引当金 5,817
工事損失引当金 141,495
賞与引当金 75,362
投資有価証券評価損 123,153
執行役員退職慰労引当金 11,955
関係会社株式評価損 401,949
その他 184,268

繰延税金資産　小計 1,000,283
評価性引当額 △852,316
繰延税金資産　合計 147,966
繰延税金負債

前払年金費用 △180,746
圧縮記帳積立金 △67,313
その他有価証券評価差額金 △207,007

繰延税金負債　合計 △455,066
繰延税金資産（△は負債）の純額 △307,100

種 類
会 社 の
名 称 又
は 氏 名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

役員及びその
近親者 八 幡 信 孝 ― ―

当 社 取 締 役
八幡不動産㈱
代 表 取 締 役

被所有
直接4.92

工事の顧客

電 気 工
事・空調
管工事の
受 注
（注１）

2,534 完成工事
未収入金 550

不動産の賃貸 家賃の支払
（注２） 23,488

長期保証金

未 払 金

22,240

2,153

⑴ １株当たり純資産額 1,634円38銭
⑵ １株当たり当期純損失 7円28銭

８. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９. 関連当事者との取引に関する注記

（注）八幡不動産㈱の取引は、いわゆる第三者のための取引であります。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）工事の受注については、価格交渉のうえ市場価格を勘案し適正な価格により請負契約を締結して

おります。
（注２）家賃の支払については、近隣の賃借料を参考にして、同等の価格にしております。

10. １株当たり情報に関する注記
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